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研究成果の概要（和文）：食の安全に対するわが国消費者の信頼水準は、2010 年～2012 年にか

けて平均的には一定であり、福島原発事故の前後で変化しなかった。消費者の福島県産牛肉に

対する購入意向は、政府や生産者の対応に関する消費者の信頼にも左右される。同県産牛肉の

放射性物質検査結果が暫定規制値の 1/10 以下でも、検査済みと同じにしか評価されないが、不

検出なら高く評価されることが明らかとなった。 
 
研究成果の概要（英文）：From 2010 to 2012, the levels of Japanese consumer confidence in 
the safety of food were constant, and did not change before and after the Fukushima 
nuclear accident. The consumers’ intention to purchase beef produced in Fukushima 
Prefecture is also influenced by their confidence in the actions taken by the government 
and producers. There was no significant difference between the amount that consumers were 
willing to pay for beef from the prefecture that was below the regulation radioactivity levels and the 
amount they were willing to pay for beef from the prefecture that was 1/10 of the regulation levels 
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１．研究開始当初の背景 
 わが国では、2001年の牛海綿状脳症（BSE）
感染牛の発生確認を契機に、リスク分析に基
づく一連の食の安全確保対策が順次導入・実
施されてきたが、食の安全に不安を与える事
件が相次いで発生している。 
 このような状況の下、わが国消費者の食の

安全に対する総合的信頼はどのような水準
にありどのように変化しているか、また、食
の安全情報やフードチェーンに関わる組織
への信頼が消費者の食品選択行動にどのよ
うに影響しているのかに関する実証的研究
はあまりみられず、定量的な研究はわが国で
は皆無である。 
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２．研究の目的 
 わが国消費者の食の安全に対する総合的な
信頼の水準を定量化し、その信頼水準の経時
的な変化の有無と規定要因の解明を第 1 の目
的とした。さらに、福島第一原発事故に伴っ
て発生した食品放射能汚染問題が産地別牛肉
選択行動に及ぼした影響の解明を第 2の目的
とした。 
 
３．研究の方法 
（1）食の安全に対する総合的信頼の測定 
 De Jong ら(Risk Analysis,27(2007):729)
に依拠して、食の安全に対する信頼は、消費
者が食の安全について満足し、食品は全般的
に安全と思う程度を示す楽観因子(of)と、食 

図 1 食の安全に対する信頼の 2 次元モデル 

注）○は左側の観察変数の測定誤差を表す。 

の安全について心配し、懐疑的な程度を示す
悲観因子(pf)の 2つの潜在変数から構成され、
各因子は食の安全に関する楽観(oi1)、満足
(oi2)、安全(oi3)、心配(pi1)、不安(pi2)、
疑い(pi3)の観察変数と図 1 のパス図で示さ
れる関係にあると想定した。 
 牛肉購入経験のある 20 歳以上の首都圏在
住者 441 名を対象に、2010 年 3 月、同年 10
月、2011年 9 月、2012年 3月の 4回のウェイ
ブで Web縦断調査を実施し、収集した縦断デ
ータに基づいて構造平均を付加した図 1 の因
子モデルの妥当性と因子不変性を解析した。 
 縦断的因子分析から推定された各ウェイブ
における各被験者の of 得点と pf得点を、直

前のウェイブの当該被験者の of得点と pf得
ならびに表 1 に掲げた観察変数で説明する交
差遅延型構造方程式モデルを構築・測定し、
食の安全に対する信頼を規定する要因を分析
した。 

表１ 構造方程式推定に用いた説明変数 

（2）放射能汚染と牛肉選択行動の分析 
牛肉購入経験のある 20 歳以上の首都圏在

住者 392 名を対象に、2011年 9月～10月に、
Web 調査を実施し、放射能汚染が懸念される
産地（福島県）と懸念が殆どない産地（鹿児
島県）の牛肉の放射性物質検査状態別購入意
向の規定要因を順序プロビット分析により分
析した（規定要因の候補とした変数は表 2）。 

表２ 順序プロビット分析の説明変数 

 同時にこの Web調査では被験者をランダム
に 2つに振り分け、表 3に示した属性と水準
を設定した 2通りの選択実験を実施した。 

選択実験回答データに誤差成分多項ロジッ
トモデルを適用・計測し、放射性物質検査結
果の表示の違いが産地牛肉の消費者評価にど
のように影響するかを支払意志額(WTP)の分
布の差を統計的に検定することで検証した。 

 



 

表３ 選択実験の属性と水準 

 
４．研究成果 
(1) 主な研究成果 
①食の安全に対する総合的信頼の定量分析 
縦断データの確認的因子分析の結果、仮定

した図１のモデルの適合度は極めて高く、食
の安全に対する消費者の総合的信頼が、楽観
因子と悲観因子の２次元で捉えられ、両者間
に有意な負の相関関係があることがわかった。 
 さらに、CFI の変化およびｶｲ 2 乗差検定の
結果、全ウェイブ間で強因子不変性と両因子
の潜在平均の同等性が確認されたことから、
調査対象期間において、食の安全に対する総
合的信頼水準は全体としてみると一定に推移
し、福島原発事故の前後で変化していないこ
とが明らかとなった。 

表４ 第 4 ウェイブにおける構造方程式推定結果 

 次に、各ウェイブ別に、食の安全に対する
信頼の楽観因子得点と悲観因子得点の回答者
間変動に影響する諸要因を定量分析した結果
政府や食品メーカーによる食のリスク管理に
対する信頼が高い（特性不安が大きい）消費
者ほど、食の安全について楽観（悲観）する
傾向が高まる；食の安全を楽観・悲観する傾
向は、前期の楽観・悲観傾向からも影響を受
けることが確認された（表 4）。 
 さらに、福島原発事故発生から半年が経過
した第 3ウェイブでは、食品放射能汚染およ
びそれに関連する飼料の安全性に対する不安
度が食の安全に対する楽観度と悲観度に有意
な影響を与えていたが（同時に、知欲求が高
い回答者ほど、食の安全に対する信頼が低下
する傾向が認められた）、発生から 1 年経過し
た時点では、表 4の結果が示す通り、これら 
の食品ハザードに対する不安度が食の安全に
対する総合的信頼に有意な影響は及ぼさなく
なったと推察される。 
各ウェイブにおける構造方程式の推定結果

を比較検討すると、その時々で社会的に関心
を集めた個別の食品ハザード（高病原性鳥イ
ンフルエンザ、産地偽装、食肉の生食など） 
に対する不安の大きさが当該時点における食
の安全に対する総合的信頼水準の消費者間変
動を説明する一因になっている。 

②放射能汚染と牛肉選択行動の分析 
放射性物質検査未検査の福島県産牛肉を買

わないとした回答者割合は 81％であったが、
検査済み同県産牛肉では 33％に低下した。こ
のことは、放射性物質検査の実施が同県産牛
肉の需要確保に一定の役割を果たしているこ
とを示唆する。 

表５ 産地別牛肉購入意向の集計結果(N=392) 

 順序プロビット分析の結果、性別、年齢、
未就学児の有無などのデモグラフィック属性
とともに、福島県産牛肉では、食品放射能汚
染に関する不安、被災地産農畜産物購入によ
る被災地応援意欲、政府と生産者の対応につ
いての信頼度、鹿児島県産牛肉では、飼料の
安全性に関する不安、食品摂取からの被ばく
受忍度、放射性物質とその対策に関する知識
等が、放射性物質検査の有無や検査結果別の
対象県産牛肉の購入意向に影響を与えている

 



 

ことが確かめられた。 

表６ 産地別牛肉購入意向の限界効果推定結果 

 選択実験分析の結果、放射性物質未検査の
鹿児島県産牛肉を安くても買わないという態
度が、実際の購買行動に与える影響は小さい。
福島県産牛肉では、検査結果の表示が「暫定
規制値の 1/10以下」であっても、消費者には
「検査済み」と同等にしか評価されないが、
「不検出」なら有意に高く評価される（図 2）。
他方、放射能汚染の懸念がほとんどない鹿児
島県で福島県と同様の放射性物質検査結果表
示対策を採ると、福島県産牛肉の消費者評価
は相対的に低下し、後者の対策の効果が弱ま
ることが示唆された。 

図２ 代表的回答者の WTP 推定値（平均値、90%CI） 

 
(2)得られた成果の位置づけとインパクト 

わが国消費者の食の安全に対する総合的信
頼に関する定量的分析は皆無である。 
本研究は、2010年～2012年にかけて実施し

た消費者縦断調査結果に基づいて、わが国消
費者の食の安全に関する総合的信頼水準が未
曾有の福島原発事故の前後でどのように変化
したか先駆的に実証分析した点で当該研究分
野の発展に寄与するとともに、食品中の放射
性物質検査の実施と検査結果の表示方式の違
いが産地別消費者評価に異なる影響を及ぼす
ことを明らかにし、関連対策の設計に有益な
情報を提供したといえる。 
 
 (3)今後の展望 
本研究では回答者の心理的態度・特性に関

わる潜在変数が食の安全に関する信頼に及ぼ
す影響を共分散構造分析する際、説明変数群
の潜在変数の値を関連する質問項目の評定平
均値で代用したが、この方法では分析結果が
測定誤差に大きく影響を受ける可能性がある。
今後は、縦断的共分散構造分析の最新手法を
本調査で収集したデータに適用して、本研究
の成果を再検証するとともに、より頑健で意
味のある情報・知見を得るように努めたい。 
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